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KITAHAMA干
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、

桜花爛漫の候、皆様におかれましては

ますます輝かしい春をお迎えのことと存じます。

この4月より大阪弁護士会会長及び

日本弁護士連合会副会長に就任することになりました。

それに伴い、約12年務めてきた事務所の代表職を退任し、

大阪弁護士会会長職に専心努力する所存です。

季節毎に皆様にご挨拶してまいりました本紙においても、

後任の代表の渡辺徹弁護士に引き継ごうと思います。

渡辺徹弁護士は30年以上一緒に働いてきた頼もしい仲間です。

今後とも、当事務所へ倍旧のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。

e ;弁；□;

本年4月より、森本弁護士が

大阪弁護士会会長兼日弁連副会長に就任することに伴い、

当事務所の代表に就任いたしました。

本紙におけるご挨拶も、森本弁護士から引継ぎ、

私が担当させていただきます。

当事務所は、これまで、「クライアントとともに。」という事務所理念のもと、

クライアントの皆様とともに成長することに努めてまいりました。

「クライアントとともに。」あるためには、常にクライアントに貢献し、

価値を提供できること、平たく言えば、クライアントの「役に立つ」

法律事務所であり続けることが重要であると心得ております。

今後とも、当事務所をよろしくお願いいたします。

e ;；事｀代表



労働法務x渉外

海
外
の
親
会
社
に
も
英
語
で
レ
ポ
ー
ト
し

担
当
者
と
連
携
し
て
日
本
語
で
対
応
し
つ
つ

や
訴
訟
に
つ
い
て
、
日
本
子
会
社
に
お
け
る

ま
す
。
ま
た
、

イ
ス
さ
せ
て
い
た
だ
く
ケ
ー
ス
も
増
え
て
い

メステッキー
ジェリー
外国法事務弁護士

Jiri Mestecky 

報
告
し
、
そ
の
後
の
対
応
に
つ
い
て
ア
ド
バ

実
施
し
た
上
で
、
海
外
本
社
に
調
査
結
果
を

つ
い
て
、
我
々
で
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
の
調
査
を

会
社
で
起
こ
っ
た
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
問
題
に

外国法事務弁護士（米国イリノイ州弁護士資格）で、大阪を拠点
とする法律事務所で初めての外国人パートナー。2003年から北

浜法律市務所に在籍し、それ以前はイリノイ州のシカゴで6年間、

日本や海外のクライアントに対して弁護士活動を行う。また、在

日米国商工会議所関西支部会頭も務めるなど、長年、日本にお
ける国際的なピジネス界に深く関わっている。

川田由貴
弁護士

Yuki Kawata 

2022年～2023年にかけてロンドンに留学。労働審判・訴訟対応

を含む労務案件全般、 M&A、競争法（企業結合）案件、紛争解決

等を主に取り扱う。外資系製薬会社への法務部への出向経験を

有し、クライアントのニーズを的確に理解した上でのアドバイス
を常に心がけている。

山日正貴
弁護士

Masaki Yamaguchi 

川
田
そ
う
で
す
ね
。
た
と
え
ば
、
日
本
子

る
と
い
っ
た
案
件
も
多
い
で
す
よ
ね

Profile 

Profile 

誠

務
間
題
に
つ
い
て
ア
ド
バ
イ
ス
を
求
め
ら
れ

Profile 

人事労務分野を中心に扱っており、就業規則の改定を含む雇用
契約の改定、従業員をめぐるトラプルに関する調査・懲戒対応、

退職や雇止めに関するリスク回避のアドバイスなどに取り組ん

でいる。その他、契約書の作成・レビュー、紛争解決など、幅広く
企業の活動をサポートしている。頼りがいがあり、なおかつ相談
のしやすい存在でいられるように梢進している。

に
つ
い
て
は
、

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
、
例
え
ば
、

海
外
の
親
会
社
か
ら
、
H

本
子
会
社
で
の
労

日
本
で
起
こ
っ
た
労
働
審
判

バ
ウ
ン
ド
の
労
務
案
件
で
す
が
、
労
働
法
務

お
け
る
労
働
条
件
変
更
に
つ
い
て
、
海
外
の

は
、
ア
メ
リ
カ
、
フ
ラ
ン
ス
、
中
国
等
、
日

D
D

と
い
っ
た
案
件
は

い
わ
ゆ
る
ア
ウ
ト

て
い
た
だ
い
た
案
件
や
、

H

本
の
子
会
社
に

大
き
く
異
な
り
ま
す
。
北
浜
法
律
事
務
所
に

の
労
務
問
題
へ
の
対
応
や
現
地
企
業
の
労
務

に
行
っ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

労
働
法
制
全
般
に
つ
い
て
レ
ク
チ
ャ
ー
さ
せ

ま
す
が

ア
メ
リ
カ
と
日
本
の
労
働
法
制
は

メ
ス
テ
ッ
キ
ー

私
も
、
海
外
の
企
業
が
日
本
で
初
め

の
法
律
事
務
所
と
合
同
で
の
七
ミ
ナ
ー
や

ウ
ェ
ビ
ナ
ー
を
通
じ
た
情
報
発
信
も
積
極
的

海
外
に
あ
る
現
地
子
会
社

て
子
会
社
を
設
立
す
る
に
あ
た
り
、
日
本
の

身
は
ア
メ
リ
カ
の
弁
護
士
資
格
を
有
し
て
い

山
口

各
国
で
大
き
な
違
い
が
あ
り
ま
す
ね
。
私
自

な
案
件
の
対
応
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
海
外

各
国
の
文
化
的
側
面
も
ふ
ま
え
た

実
践
的
な
ア
ド
バ
イ
ス

う
よ
う
な
案
件
も
あ
り
ま
す
。

メ
ス
テ
ッ
キ
ー

労
働
法
制
と
い
う
の
は

法
務
x

渉
外
の
能
力
が
必
要
と
な
る
具
体
的

密
に
連
携
を
取
な
が
ら
進
め
て
い
く
と
い

ま
す
。

川
田

そ
の
通
り
で
す
ね
。
今
後
も
、
労
働

x

渉
外
の
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
を
実
感
し
て
い

だ
日
本
市
場
は
魅
力
的
で
あ
り
、
労
働
法
務

増
え
て
い
ま
す
。
海
外
に
と
っ
て
、
ま
た
ま

ウ
ン
ド
の
労
務
案
件
の
対
応
を
す
る
こ
と
も

け
る
労
務
問
題
の
処
理
に
関
す
る
文
化
的
側

面
に
つ
い
て
も
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
に
ア
ド
バ
イ

ス
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

法
的
側
面
に
加
え
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
国
に
お

る
な
ど
の
案
件
を
担
当
し
ま
し
た
。
イ
ン
バ

を
あ
て
た
ア
ド
バ
イ
ス
を
す
る
こ
と
が
で
き

業
員
に
対
す
る
退
職
交
渉
を
ア
ド
バ
イ
ス
す

の
か
」
を
理
解
し
た
上
で
、
そ
の
点
に
焦
点

明
す
る
案
件
、
そ
の
他
に
も
能
力
不
足
の
従

に
と
っ
て
の
分
か
り
に
く
さ
が
ど
こ
に
あ
る

具
体
的
な
事
案
に
お
け
る
留
意
点
等
を
ご
説

の
で
、
「
何
が
違
う
の
か
」
「
ク
ラ
イ
ア
ン
ト

務
経
験
を
有
す
る
弁
護
士
が
所
属
し
て
い
る

本
以
外
の
法
域
に
お
け
る
弁
護
士
資
格
や
実

各国で異なる労働法制
現地事務所とのネットワーク

原
則
と
し
て
解
雇
保
護
規
制
が
適
用
さ
れ
な

北
浜
法
律
事
務
所
の
強
み

雇
い
人
れ
か
ら
一
定
期
間
の
間
で
あ
れ
ば

な
り
そ
う
だ
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

い
て
も
雇
用
初
日
か
ら
適
用
さ
れ
る
こ
と
に

こ
と
が
重
要
だ
と
感
じ
て
い
ま
す
。

側面への理解を最大限活用。

込
ま
れ
て
お
り
、
不
公
正
解
雇
の
規
制
に
つ

護
士
が
日
本
の
労
働
実
務
に
精
通
し
て
い
る

や
す
く
ご
報
告
す
る
と
い
う
局
面
で
も
、
弁

理
解
し
、
日
本
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
に
分
か
り

務
所
か
ら
提
出
さ
れ
た
レ
ポ
ー
ト
の
内
容
を

ど
の
よ
う
な
点
が
異
な
る
の
で
し
ょ
う
か
？

チ
ェ
ッ
ク
を
す
る
の
で
す
が
、
現
地
法
律
事

山
ロ
ィ
ギ
リ
ス
、
ド
イ
ツ
、
日
本
で
は

判
例
や
実
務
に
則
し
た
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供

用
法
を
遵
守
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
も

高
さ
を
感
じ
ま
し
た
。

ス
が
ほ
と
ん
ど
で
す
。
そ
の
際
、
現
地
の
雇

ず
、
諸
外
国
の
解
雇
規
制
に
関
す
る
関
心
の

の
解
雇
を
検
討
さ
れ
る
場
合
、
信
頼
の
お
け

ジ
ェ
ン
ス
（
法
務
D
D
)
を
実
施
す
る
ケ
ー

る
方
に
ご
出
席
い
た
だ
き
、
日
本
の
み
な
ら

の
子
会
社
に
お
い
て
、
現
地
雇
用
の
従
業
員

ウ
ェ
ビ
ナ
ー
と
は
い
え

2
0
0

名
を
超
え

る

M
&
A
に
お
い
て
は
、
現
地
の
法
律
事
務

ウ
ェ
ビ
ナ
ー
を
日
本
語
で
実
施
し
ま
し
た

え
ば
、
日
本
企
業
が
海
外
の
企
業
を
買
収
す

ド
イ
ツ
、
日
本
の
解
雇
規
制
に
関
す
る
合
同

川
田
解
雇
と
い
っ
た
局
面
以
外
で
も
、
例

法
律
事
務
所
の
3

事
務
所
で
、
イ
ギ
リ
ス
、

川
田
相
違
点
は
色
々
あ
り
ま
す
ね
。
例
え

ば
、
日
本
で
は
、
試
用
期
間
中
で
あ
っ
て
も
、

本
採
用
後
よ
り
は
緩
や
か
に
判
断
さ
れ
る
と

は
い
え
、
解
雇
権
濫
用
法
理
が
適
用
さ
れ
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
、
イ
ギ
リ
ス
、
ド
イ
ツ
で
は
、

い
点
は
大
き
な
違
い
で
す
。
ま
た
、

イ
ギ
リ

ス
で
は
、
従
業
員
が
自
ら
職
場
を
去
っ
た
場

合
で
あ
っ
て
も
、

一
定
の
要
件
を
満
た
す
と

た
め
の
実
質
的
な
要
件
（
解
雇
理
由
）
・
手

続
い
ず
れ
の
面
で
も
、

イ
ギ
リ
ス
、
ド
イ
ツ

そ
れ
ぞ
れ
に
日
本
と
は
異
な
る
留
意
点
が
あ

り
ま
す
。
日
本
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
が
、
海
外

る
現
地
事
務
所
と
連
携
し
て
、
現
地
の
法
令
・

す
る
こ
と
の
重
要
性
を
再
認
識
し
て
い
た
だ

け
た
か
と
思
い
ま
す
。
な
お
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
、

保
守
党
か
ら
労
働
党
に
政
権
が
変
わ
っ
た
こ

と
で
、
今
後
、
雇
用
法
の
大
幅
な
改
正
が
見

メ
ス
テ
ッ
キ
ー

親
会
社
の
担
当
者
に
対
し
、
労
働
条
件
変
更

に
関
す
る
日
本
の
法
制
度
を
説
明
し
た
上
で
、

所
を
起
用
し
た
上
で
、
法
務
デ
ュ
ー
デ
リ

で
す
ね
。

・文化的

律
事
務
所
、
ド
イ
ツ
の
法
律
事
務
所
と
北
浜

そ
の
他
に
も
、
解
雇
が
有
効
と
認
め
ら
れ
る

と
連
携
を
取
っ
て
ア
ド
バ
イ
ス
が
で
き
る
点

川
田

2
0
2
4

年
7

月
、

ロ
ン
ド
ン
の
法

れ
る
点
も
、
日
本
に
は
な
い
考
え
方
で
す
。

ズ
を
理
解
し
た
上
で
、
各
国
の
現
地
事
務
所

「
み
な
し
解
雇
」
と
し
て
の
保
護
を
受
け
ら

ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
案
件
で
は
、

現
地
事
務
所
と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
不
可
欠

法
律
事
務
所
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
有
し
て
お

り
、
日
本
や
海
外
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
の
ニ
ー

東
南
ア
ジ
ア
や
中
国
・
台
湾
を
含
む
各
地
の

は
、
ア
メ
リ
カ

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
は
も
ち
ろ
ん
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• 

り
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
に
、
従
業
員
に
事
前
通
知
な

者
の
自
由
を
制
限
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
ま
す
。

正
に
人
手
さ
れ
た
証
拠
の
採
用
を
認
め
る
よ
う
に
な

条
は
、
正
当
な
目
的
か
つ
比
例
的
で
あ
れ
ば
、
労
働

る
た
め
の
手
段
と
し
て
妥
当
と
い
え
る
場
合
に
、
不

ス
労
働
法
L
.1
1
2
1
,
1
条
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
り
、
同

使
す
る
た
め
に
必
要
で
、
か
つ
そ
の
目
的
を
達
成
す

が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
比
例
テ
ス
ト
は
、
フ
ラ
ン

決
を
皮
切
り
に
、
使
用
者
や
労
働
者
が
防
御
権
を
行

得
し
た
も
の
等
）
の
採
用
を
拒
絶
し
て
き
ま
し
た
。

で
あ
る
と
し
て
、
採
用
を
却
下
し
た
原
判
決
の
判
断

し
か
し
、
破
毀
院
は
、
2
0
2
0

年
9

月

3
0日
付
判

し
て
証
拠
と
し
て
提
出
し
た
例
で
は
、
不
正
な
証
拠

の
守
秘
義
務
で
保
護
さ
れ
た
文
書
を
守
秘
義
務
に
反

用
」
と
記
載
さ
れ
た
文
書
、
従
業
員
を
だ
ま
し
て
取

と
）
を
行
う
こ
と
と
し
ま
し
た
。
例
え
ば
、
医
療
上

社
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
に
保
存
さ
れ
て
い
る
「
個
人

的
に
照
ら
し
て
や
む
を
得
な
い
も
の
と
い
え
る
こ

貫
し
て
、
不
正
に
人
手
さ
れ
た
証
拠
（
例
え
ば
、
会

に
よ
っ
て
相
手
方
が
被
る
権
利
侵
害
が
、
防
御
の
目

の
裁
判
所
は
、
2
0
2
0

年
の
破
毀
院
判
決
ま
で

さ
ら
に
比
例
テ
ス
ト
（
そ
の
証
拠
を
使
用
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
お
り
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
フ
ラ
ン
ス

拠
で
あ
る
こ
と
）
に
は
裁
判
所
に
提
出
で
き
る
と
し
、

は
、
主
に
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
権
利
を
保
護
す
る
こ
と

あ
る
場
合
（
事
実
の
立
証
を
可
能
に
す
る
唯
一
の
証

も
つ
原
則
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
の
原
則

こ
の
大
法
廷
判
決
は
、
不
正
証
拠
が
必
要
不
可
欠
で

「
公
正
証
拠
の
原
則
」
は
、
憲
法
に
準
ず
る
価
値
を

に
よ
り
、
原
則
は
転
換
さ
れ
ま
し
た
。

働
裁
判
を
含
む
）
で
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う

に
関
す
る
大
法
廷
判
決
(
2
0
2
3年
1
2月
2
2
B付
）

の
判
決
以
来
、
不
正
に
入
手
し
た
証
拠
を
裁
判
（
労

フ
ラ
ン
ス
で
は
、

2
0
1
1

年
1

月
7

日
付
破
毀
院

フ
ラ
ン
ス
労
働
法
に
お
け
る

不
正
証
拠
の
採
用
に
つ
い
て

(

p

r
e
u
v
e
 d
e
l
o
y
a
l
e
)
 

(
C
o
u
r
 d
e
 C
a
s
s
a
t
i
o
n
。
フ
ラ
ン
ス
の
最
高
裁
判
所
）

法務 Troubleshooti ng

シンガポールの
労務関連の新法や法改正

く
設
置
さ
れ
た
監
視
カ
メ
ラ
、
従
業
員
の
入
館
証
情

報
の
目
的
外
使
用
、
S
N
S

上
の
写
真
、
無
断
録
音

に
つ
い
て
証
拠
の
採
用
を
認
め
て
お
り
、
無
断
録
音

\\\\灼\::::.tも
戟文炉1.:;
砕がい·っ
ゎが(f)

゜
金田蔵人
外国弁護±

隠
し
カ
メ
ラ
の
監
視
映
像
や
秘
密
録
音
も
証
拠
に

Claude Kaneda 

フランス弁護士として、フランス企業との商業取引に

関する契約及びフランス企業の日本子会社等におけ

るコンプライアンス・契約書等のアドバイスの経験
を有している。自動車、流適・小売、食品及び製造業・

メーカーなどの日本企業及びフランス企業を当京者
とするクロスボーダーM&Aにも関与。その他、パリ

行政高等裁判所、フランス司法最商裁判所及びパリ

司法高等裁判所での知見を生かしてフランス・ヨー

ロッパ競争法に関する業務にも従事している。

Profile 
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ビジネスパーソンの休憩時間

Liverpool FCを支えるサムライ

` 
.......................・・・................

私は2023年10月より約1年半、シンガポールの法律事務所に
.......................・・・................

出向しました。ここではシンガポールの最近の労務関連の新
ｷ ｷ ｷ • ｷ • ｷ • •............. ｷ... ｷ ｷ ｷ • • ｷ ｷ ｷ ｷ • • ｷ ｷ •... ｷ • • ｷ •........... ｷ... ｷ ｷ ｷ • • ｷ ｷ ｷ ｷ • • ｷ ｷ • • ｷ 

法や法改正についてご紹介したいと思います。
...................................... 

④ 
山口正貴弁護士の

オススメ

スポーツ

私は、イングランドプレミアリーグの

Liverpoo!FC というサッカークラブを15年

ほど応援しています。現在チームは絶好調

で、 5年ぶりのリーグ優勝に向けて首位を

独走しています。そのチームを陰ながら支

えるのが日本代表MFの遠藤航選手です。

"WATA"の愛称で親しまれる彼は、シーズ

ン当初、チームコンセプトに合わないとし

て試合に出られない日々が続いていまし

た。しかし、準備を怠らず、例え数分の出場

であっても必ずベストを尽くす姿が周囲の

心を掴み、現在ではゲームのクローザーと

してチームに欠かせない存在になっていま

す。私も“WATA’'を見習い、周囲が自分を

必要としてくれるその瞬間のために、常に

準備を怠らないようにしたいものです。

...................................... 

プラットフォームワーカー法（PlatformWorkers Act 2024) 

シンガポールでは、 Grab、foodpanda等のアプリを介した配
.......................................... 

車・料理配達のサービスが広く普及しており、これらのアプリ
.......................................... 

のようなプラットフォームを介して顧客にサービスを提供す
.......................................... 

る労働者は、「プラットフォームワーカー」と呼ばれます（日本
.............. 

ではギグワーカーともいいます）。

プラットフォームワーカーは、プラットフォーム運営企業の従
.......................................... 

業員ではなく、顧客の需要に応じて単発で業務を請け負う
.......................................... 

個人事業主として扱われるため、収入が不安定になる、交通
.......................................... 

事故に遭ったときの補償がない等のリスクにさらされていま
...................................... 

した。シンガポール政府は、この状況を改善するため、プラッ
.......................................... 

トフォームワーカーの①住居と退職後の生活保障のための
.................... 

積立金拠出、②労働災害補償、③労働組合の承認の3つを
.......................................... 

柱とする新法を制定し、 2025年1 月 1 日に施行しました。これ
.......................................... 

により、プラットフォーム運営者は、プラットフォームワーカー
.......................................... 

に対して従業員と同等の保障を付与することが義務づけら
.......................................... 

れることとなりました。

.......................................... 

21 育児休暇制度の拡充
............................................................................... 

2024年の建国記念日集会において、ローレンス・ウォン首相
...................................... 

は、乳幼児期の育児支援強化のために育児休暇制度を拡充
.......................................................................... 

することを発表しました。
............................................................................... 

1 点目は、父親の育児休暇の増加です。これまで、父親が取
............................... 

得できる育児休暇は2週間のみでしたが、 2025年4 月 1 日よ
............................................................................... 

り、 4週間の休暇を取得できるようになりました。
............................................................................... 

2点目は、共同育児休暇（SPL:Shared Parental Leave) の
............................................................................... 

導人です。現行制度では、母親が取得する 16週間の育児休
................ 

暇の一部を父親とシェアすることができるとされていますが、
•••••••••••••••••••••••••••••••••• 

父親が取得した分だけ母親の休暇 B数が減少することが問
............................................................................... 

題視されていました。そこで、シンガポール政府は、新たに夫
............................................................................... 

婦でシェアできる育児休暇（SPL) を付与することとしました。
............................................................................... 

SPLの配分（夫婦がそれぞれ何日ずつ取得するか）は、夫婦
.......................................................................... 

間で自由に決めることができます。
............................................................................... 

この新制度は段階的に実施され、 2025年4月 1B 以降に出生
............................... 

した子の親には6週間、 2026年4月 1 日以降に出生した子の
............................................................................... 

親には10週間のSPLが付与されます。企業には、新制度の完
............................................................................... 

全施行に向けて、自社の規定を整備し、人員配置を調整して
............................................................................... 

おくことが求められます。

山日正貴弁護士
Masaki Yamaguchi 
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薗

藤田俊輔弁護士
M&A案件を多数担当し、上場会社・非上場会社、売手側・買手側、それぞれ
の立場で依頸者のニーズを実現し、多数実綬を積んでいる。近年では、国内
大手介證車業者のMBO案件、国内大手繊維商社によるM&A案件等を担当

するなど、金融商品取引法上求められる各種手続の対応から、デュー・ディリ

ジェンス、契約書の作成・レピュー・相手方との交渉、M&Aの実行後に生じ

る問題のサポートやM&Aに関わる紛争・訴訟の対応まで、M&Aのあらゆる
ステージにおいて、総合的なサポートとソリューションを提供している。

Shunsuke Fujita 

Profile 




